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代表質問に立つかわの議員

　公明党のかわの忠正議員は、平成27年第5回定例会
（12月7日）で代表質問に立ち、16テーマ24項目について
質問しました。ここでは主な項目を紹介します。

　かわの議員は、地震、洪水、津波などの災害時に
は「災害の種類に応じた避難場所、誘導経路の指定
が必要である」と主張し、地域防災計画の見直しを
求めました。
　総務局長は「未指定となっている津波、高潮の災
害については調査結果を踏まえ、来年度初めには全
ての災害ごとの緊急避難場所の指定を完了し、地域
防災計画に反映する。多摩川・鶴見川の洪水ハザ

ードマップは、現状を
見直し、避難誘導を含
めた避難所運営のあ
り方も検討する」と答
弁。災害に対する備え
が一層強化されること
になりました。

　平成27年10月1日現在の待機
児童が89人である現状を踏ま
え、かわの議員は待機児童ゼロへ
の今後の取り組みを求めました。
　市長は「平成28年4月に向け、
受入枠として1,860人の定員増
を行うとともに、保育の質の確保

　平成28年度小学校3
年生までの無料化に加
え「新たな総合計画実
施計画素案」で、平成
29年4月からは対象年
齢を6年生まで拡大し、
併せて一部負担金の導
入を検討していること

が発表されました。
　市長は公約で「無料化」を掲げていたことから、公
明党は「公約と違う」点を指摘し「我が党はかねてよ
り中学校3年生までの無料化と所得制限撤廃を求
めてきており、市民への新たな負担は容認できな
い」と再検討を迫りました。市長は「今後、市民や議
会の意見を頂きながら検討する」と答弁しました。

策として新たに保育士宿舎借り
上げ支援事業など保育士確保対
策を強化する。保護者一人ひとり
のニーズに応じたきめ細かな対
応をする」と明言し、待機児童ゼ
ロの継続を目指すことを約束しま
した。

　有名タレントの“乳がん”報道な
どがあり、乳がん検診受診希望者
が急増しています。川崎市では
「政令指定都市トップレベルのが
ん検診受診率」を掲げています。
かわの議員は具体的な対応策を
求めました。

　健康福祉局長は「がん検診コー
ルセンターでこれまで以上に、が
ん検診の丁寧な案内をしていく。
また、今月から乳がんを専門とす
る非常勤の医師を市立井田病院
に配置し、検診枠を週25枠から
35枠に拡充した」と答弁しました。

　公明党は、元気な高齢者の互助・共助の取り組
みとして介護ボランティアポイント制度の導入を求
めてきました。この制度導入について市長の考えを
質しました。
　市長は、「シニア世代をはじめとする市民の豊か
な経験を活かしたボランティアなどの活動を様々な
形で拡充したい」と答弁。また、かわの議員は一人暮
らしの高齢者や高齢所帯への生活支援、見守りの推
進への対応について質問。
　健康福祉局長は、「安心
して暮らせる高齢者緊急
通報システムに、多様な機
能の導入などのきめ細か
い支援を検討している」こ
とを明らかにしました。

　マイナンバー（個人番号）について、他都市では、
図書館カードや母子の健康管理等への活用が検討
され、国では国民健康保険証への利用等も考えられ
ていることから、公明党として市の対応を求めまし
た。
　総務局長は「国の動向を見ながら市民の利便性
の向上につなげるため、他カードとの一元化につい
て検討したい」と答弁しました。
　平成28年1月から、個人番号カードによって住民
票や戸籍抄本、印鑑証明等がコンビニでも交付でき
るようになります。個人番号カードが生活に役立つ
ものになり、多くの市民が取得するよう広報の徹底
を強く求めました。

　かわの議員は「行財政改革に関する計画案」に、
各局・区の具体的な目標値が明記されていないこ
とを指摘。また、計画案に示された「施設の使用料･
手数料の見直し」の件については、慎重に慎重を期
して市民の理解を得られる設定にすべきと訴えまし

た。
　市長は「使用料･手数料
の設定では、行政コストの
見える化を図り、他都市と
の均衡等も踏まえ総合的
に検討する。広く市民の理
解を得ながら進めていく」
と答弁しました。

利用時間
月～金

8:30～17:15
第２・４土
8:30～12:30

　公明党が長年提唱してきた
「こども未来局」の設置が今
年4月の行政再編成において
実現します。
　また、区役所改革にともな
い「こども支援室」を廃止し
「（仮称）地域みまもり支援セ
ンター」が新たに設置されま
す。受け持つ範囲が子どもか
ら高齢者まで拡大することから、職員の確保等の課
題について鋭く追求しました。
　健康福祉局長は、「（仮称）地域みまもり支援セン
ターでは、中学校区相当の範囲を受け持つ地区担
当を設け、1地区あたり2名程度の保健師を配置し
て、支援する」と明言しました。


